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第 13 回衛生工学シンポジウム 
2005.11 北海道大学クラーク会館 

４－７ 燃料電池・水素・再生可能エネルギー利用技術を導入した寒冷都市次世代エ

ネルギーシステムに関する研究 
－エネルギー有効利用システムを導入した戸建て住宅の環境工学的診断－ 

 
○ 近藤 亮太（北海道大学）後藤隆一郎（北海道大学）濱田 靖弘（北海道大学） 

窪田 英樹（北海道大学）中村 真人（北海道大学）桑原 浩平（北海道大学） 
落藤 澄 （北海道大学）村瀬 光則（北海道ガス） 

 

はじめに 
  京都議定書により温室効果ガスの排出量を2012
年までに6%削減する必要性があり、温室効果ガス

はエネルギー消費に伴い排出される。そして民生部

門においてエネルギー消費量が増加しており、その

内家庭部門においては、世帯数の増加等の社会状況

の変化や、世帯における電化製品の普及、大型化・

高機能化などのライフスタイルの変化により、2002
年現在で1990年に比べ28.5％エネルギー消費が増

加している。そういった背景の中、省エネルギー推

進に向けて世界各国では環境評価手法が開発され

ており、日本では独自の評価手法としてCASBEE１）

などが開発され研究が進んでいる。本研究２）、３）は、

建築・都市の環境工学的診断に関する一連の研究の

第3報であり戸建住宅に対し評価の基準となる評

価の構築を目指し、家庭部門における省エネル

ギーを推進し、建物の性能と設備の性能、住宅

のユーザーの環境への意識とが共存する環境

共生型住宅の促進を目的としている。 
 
１．環境工学的診断の流れ 
1.1 診断対象 

 本手法の診断対象は新規・既存を問わない戸

建住宅とし、集合住宅も今後検討していく予定

である。 
１．２ 診断方法 

図－1に環境工学的診断の流れを示す。診断の

流れとして対象住宅の情報収集・部分診断・対

象住宅への改善策の提案・総合診断という4つ

の段階を踏み診断を行う。 
（１）対象住宅の情報収集、対象住宅へヒアリ

ングを実施することで、世帯構成、世帯の平・休日

のスケジュール、家電製品等の機器の性能および使

用状況、世帯員の温熱感を調査する。 

（２）対象住宅への部分診断 

 対象住宅へ断熱性能の評価、ヒアリングによる消

費エネルギー、エネルギー有効利用設備の性能検証

の3点を行う。断熱性能の評価は、汎用熱負荷計算

ソフトを用いて対象住宅の断熱性能を次世代省エ

ネルギー基準と比較すると共に、ヒアリングによっ

て調査した家電等の機器の性能および使用状況か

ら、家庭用消費エネルギーを推算する。次いで、エ

ネルギー有効利用設備の性能検証として、運転実績

の解析および将来性の検討を行う。 

（３）対象住宅への改善策の提案 

  家電製品などの高効率機器の選定および使い方

などに関する改善策の提案を行う。 

（４）対象住宅への総合診断 

 現状および改善策導入ケースにおける対象住宅

をエネルギー、コスト、建物環境・室内環境、環境

負荷、ユーザーの環境への意識の5つの項目より総

合評価する。比較対象は札幌市における一般的な戸

建住宅として、基準住宅を3得点として評価を行う。

改善導入ケースでは現状との比較も実施する。また

基準住宅における各用途の燃料源は、暖房に灯油と

電気、給湯に灯油、厨房に都市ガス、照明その他に

電気と設定する。 

 

２．対象住宅概要 

表―１に対象住宅の概要を示す。一般住宅O邸は世

帯員は5名で、有職者は2名である。１階、2階の 対象住宅の
情報収集

部分診断

対象住宅への
改善策の提案

総合診断

対象住宅への部分診断
・　断熱性能

・　ヒアリングによる消費エネルギー

・　エネルギー有効利用設備の性能検証

対象住宅への改善策の提案

　　　①家電製品などの高効率機器の選定
　②ライフスタイルの改善

 対象住宅へのヒアリングによる調査
　調査概要：世帯構成 ,世帯の平・休日の
　　　　　　　　スケジュール,家電製品等の
　　　　　　　　機器の性能及び使用状況,
　　　　　　　　世帯員の温熱感

対象住宅への総合診断
　　現状及び改善策導入ケースにおける対象
　　住宅を5つの項目より総合評価、札幌市に
　　おける一般的な標準住宅との比較評価  

図－1 環境工学的診断の流れ 

表-1 対象住宅概要 

①
②
③
④
⑤
⑥

年間暖房負荷
236（44.39） 245（49.14） 390(MJ/㎡・年)（GJ/年） 241(36.58)

1.52熱損失係数 (W/m2・K) 1.83 1.84 1.6

ガス調理器 ガス調理器
換気方式 強制給排気(熱交換型) 局所換気(熱交換型) 強制給排気(熱交換型)

なし なし
給湯 CO2冷媒HP式電気給湯器 燃料電池＋ガス給湯器 燃料電池＋ガス給湯器

　温水暖房　(ガス）　
次世代省エネ
ルギー基準
（Ⅰ地域）

　温水暖房　(ガス）　
冷房 アイスシェルター

設備

暖房 地中熱ヒートポンプ　　

台所 電気調理器

木造
延床面積 288.15㎡(居室　183.81㎡） 200.23㎡ 151.70㎡

構造：1F-RC，2・3F-木造 木造

2歳　男性

建築概要
建築年 2003年9月 1992年3月 1997年3月
構造

16歳　女性 7歳　女性
81歳　男性 4歳　女性

家族構成
31歳　女性

61歳　女性 49歳　女性 35歳　女性
35歳　女性 １9歳　女性 9歳　女性

61歳　男性 52歳　男性 37歳　男性
世帯員数 4 5 6
所在地 札幌市北区 札幌市豊平区 札幌市豊平区
名称 一般住宅K邸 一般住宅O邸 一般住宅G邸
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図―２ 代表日の燃料電池発電運転実績(2004/8/4) 
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図―３ 代表日の燃料電池排熱回収運転実績(2004/8/4) 

表―２ 固体高分子形燃料電池期間日平均運転実績 
冬期 中間期 夏期 年間総合

［日/月］ 25 22 31 300
[ｈ/日] 19.1 17.3 18.1 18.4
[ｈ/日] 17.0 14.4 15.6 15.9
[kWh/日] 12.1 10.1 10.5 3353

29.4% 28.1% 28.5% 28.8%
54.4% 56.3% 60.2% 55.9%

[MJ/日] 73.6 62.2 69.5 20831

49.7% 48.2% 52.4% 49.8%
[MJ/日] 56.9 50.6 61.3 16798

59.3% 64.8% 82.4% 64.8%

一次エネルギー削減率

36.9%

コスト削減量[円/月] 4575 3467 4363 50042

CO2排出削減率 37.1% 35.2% 39.2%

1.15

22.8% 20.8% 26.6% 22.8%

一次換算成績係数 1.15 1.13 1.19

排熱回収量
排熱回収効率［HHV］

実効熱供給量

熱需要寄与率(給湯)

実効発電電力量
発電効率［HHV］
電力需要寄与率

時期
発電日数
運転時間
発電時間

対象世帯 一般住宅O邸

 
表―3 地中熱ヒートポンプ式暖房および 

CO２冷媒HP式電気給湯機期間日平均運転実績 

1年目 2年目 暖房期 中間期 冷房期
HP稼動時間 [h/日] 18.8 19.6 8.7 8.0 6.7

居間温度 [℃] 23.1 22.9 - - -
居間湿度 [%RH] 50.1 49.1 - - -

　建物側送水温度（送り/返り）［℃］ 43.2/40.7 47.6/44.9 - - -
建物供給熱量 ［MJ/日］ 138.1 164.1 - - -

　地盤側送水温度（送り/返り）［℃］ 3.4/4.7 2.4/3.7 - - -
地盤採熱量 [MJ/日] 100.9 108.1 - - -

平均給湯温度 [℃] - - 50.5 51.3 53.1
給湯量 [L/日] - - 277.6 268.9 252.2

給湯熱量 [MJ/日] - - 51.9 47.9 40.1
HP 44.8 55.3

搬送 11.6 14.8
3.19 2.97 - - -
2.52 2.34 1.19 1.29 1.38

50.7 37.0 29.2

K邸

1579（47.7％）

3811（5.2％） ‐25417(‐45.7%)

495（20.1％）

コスト削減量 ［円/年］

CO2排出量削減量 ［kg-CO2/年］

0.48 0.51

一次エネルギー削減量　［GJ/年］ 16.11（31.9％） ‐4.64（‐13.2％）

0.44一次換算成績係数 0.93 0.86

時期

電力消費量［MJ/日］

COP
SCOP

対象世帯

設備 CO2冷媒HP式電気給湯器地中熱HP式暖房
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図-４ エネルギー有効利用設備別の一次換算成績係数比較

 の他に屋根裏も居住空間としている。暖房には都

市ガス式温水暖房、給湯には固体高分子形燃料電池

およびバックアップ用のボイラを利用している。ま

た融雪には都市ガスボイラを用いている。一般住宅

G邸は1997年3月に建てられた2階建ての住宅で世

帯員は6名、有職者は1名である。設備は燃料電池

を導入していないこと以外はO邸と同じとなってい

る。それぞれの住宅の断熱性能は、熱損失係数は

1.84、1.52 と次世代省エネルギー基準と比較する

と同等以上の値であり、年間暖房負荷は単位面積あ

たりで 245MJ、241MJと次世代省エネルギー基準値

である390MJを大幅に上回った。

  
３．エネルギー有効利用設備の性能検証 
 3.1 固体高分子形燃料電池コージェネレーショ

ンシステムの性能検証 

 一般住宅 O 邸に導入されている固体高分子形燃

料電池は仕様としては発電出力が 1kW で最小

300Wまで11段階にわたり負荷追従が可能であり、

発電効率・排熱回収効率が HHV 基準でそれぞれ

32％、50％、貯湯槽容量が 200L で、運転方法とし

まして、DSS運転（Daily Start & Stop）、また商

用電源との系統連携を行っており、逆潮も可能であ

る。寒冷地における燃料電池の省エネルギー効果を

高めるべく運転スケジュールの最適化を検討した。 

 固体高分子形燃料電池の代表日 2004 年 8 月 4 日

における運転特性を図－２に発電関連を、図－３に

排熱回収関連を表示する。このように時刻別の電力

負荷が0.5kWh を超えると燃料電池が稼動して発電

を行う。6月までは深夜においても電力負荷が大き

くなると発電を行うといった非効率的な運転をし

ていたが 7 月以降はスケジュール運転を導入し深

夜２時に運転を停止し夜間における運転は行わな

いよう制御している。また貯湯槽に熱が溜まりきっ

てしまうと自動的に燃料電池の運転が停止するよ

うになっているので、給湯負荷が増加する夕方以降

に運転が停止しないように、15 時にいったん運転

を停止して 16 時より運転を再開し無駄な停止をな

くし連続運転を行えるようにした。この日における

発電効率は 30％前後であり、発電と同時に排熱回

収の効率も 50～60％となっていた。また熱需要寄
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図－5 一般住宅O邸における家庭用エネルギー消費内訳 
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図－６ 一般住宅O邸における電力需要・都市ガス需要

照明その他
14%

融雪
23%

厨房
7% 給湯

22%

温水暖房
34%

 
図－７ 一般住宅G邸における家庭用エネルギー消費内訳 
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図－８ 一般住宅G邸における電力需要・都市ガス需要

与率は100％程度と給湯負荷をほぼ全て賄っており

十分な性能を発揮している。 
 表－２に燃料電池の期間日平均における運転実

績を表示する。年間で300日運転し、発電効率、排

熱回収効率はHHV基準でそれぞれ約29％、約50％
と仕様に匹敵する性能を発揮した。また燃料電池に

よって対象住宅における電力需要の 56％を賄い、

同様に給湯需要の 65％を賄うことが出来た。燃料

電池を導入する以前の対象住宅と比較すると、一次

エネルギー削減率は 23％、CO2 排出量削減率は

37％、またコストに至っては年間50000円もの削減

効果が得られる事がわかった。 
 表－３には，他の住宅で現在モニタリング中であ

る地中熱源ヒートポンプ式暖房システムおよびＣ

Ｏ2冷媒ＨＰ式電気給湯器の期間日平均の運転実績

を表示した．そして一次換算成績係数をそれぞれ比

較すると、図－４のように、現状では燃料電池コー

ジェネレーションシステムにおける性能が最も優

位にある事がわかった。 

 

４．家庭用エネルギー消費の推算 
 図－５に一般住宅 O 邸における家庭用エネルギ

ー消費内訳を示す。家庭内のエネルギー消費を大分

別すると、31％が暖房に消費され、燃料電池により

給湯において 17 の内 7％，照明その他の電力では

14％のうち6％を賄っている。総消費量は一次エネ

ルギー換算で 204GJ と標準値である 121GJ に比べ

非常に大きな値であった。 
また図－６に電力需要と都市ガス需要の詳細な

解析結果を表示した．図より照明部門は25％と大き

いが、これは81歳の高齢者が平休日ともに在宅傾向

にある事と、深夜二時頃まで居間を利用している事が

多い事が原因として考えられる。また厨房部門では2
台ある冷蔵庫と毎日24時間保温状態で使用している

電気ポットがそれぞれ11％、7％と大きい。また都市

ガス需要はガス給湯器による温水暖房が39％と大半

を占め、厨房は17％、燃料電池用の燃料は24％消費

していた。全体として本手法における電力需要・都市

ガス需要の予測値は21.8GJ、45.5GJであり、2004年

度のO邸における実測値は27.3GJ、45.4GJであった。 
同様に一般住宅G邸における家庭用消費エネルギー

の解析結果を図－７、図－８に示す。図－７より全体

の内、温水暖房に34％、給湯に22％消費しており融雪

が23％比較的大きくなっている。総消費量は一次エネ

ルギー換算で135GJと標準値より大きいが融雪を除け

ば、比較的標準値に近い値であった。図－８より電力

需要では空調換気では24時間運転の換気システムが

13％、加湿器が9％と大きく、照明は23％と大きいが

この原因としては白熱灯が多いという事があげられる。

都市ガス需要においては暖房が39％であり，世帯数が

6名と多いため、給湯が26％と大きくなっている。本

手法における電力需要・都市ガス需要の予測値は

19.8GJ、120GJであり、2003年度のO邸における実測

値は15.3GJ、110GJであった。 
 

５．対象住宅への改善策の提案 
改善策は高効率機器の選定と、家電機器の使い方等

のライフスタイルの改善から検討した。O邸における

改善策を図－９に、G 邸に関しては図－１0に表示す

る。O 邸において削減量の多い項目は、照明では電球
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図－９ 一般住宅O邸の改善策導入ケースにおける機器別

削減率電力削減量の推定 
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図－１０ 一般住宅G邸の改善策導入ケースにおける機器

別削減率電力削減量の推定 
型蛍光灯を導入、照明時間の削減を行うことで削減量

として1200kWhが試算される。また冷蔵庫は現状の2

台を最新の大容量の冷蔵庫 1 台を導入する事で

490kWhを、電気ポットは毎日24時間保温状態であっ

たものを1日の湯沸し回数2回、保温時間を2時間と

改善すると310kWhの電力消費量の削減を見込める。ま

た待機電力の削減への配慮によりステレオや携帯電話

の充電器などで高い削減率が期待される。この結果、

現状と改善想定時における年間の電力総消費量と都市

ガス需要はそれぞれ 6066kWh、172GJ から 3097kWh、

151GJへと約49%、約12％と高い削減効果が試算された。 

同様にG 邸にでは図－１0 より，加湿器では最新機

を導入し省エネモードによる運転を行うことで約

500kWhを，照明ではＯ邸と同様に電球型蛍光灯を導入

により100kWhの電力消費量の削減が見込まれる。この

結果、現状と改善想定時の電力需要および都市ガス需

要はそれぞれ5498kWh、120GJから2989kWh、118GJと

なり削減率が約45.6％、約2％という改善効果が試算

された。 

 
６．対象住宅の総合評価 
 図－１1、図－１２に対象住宅である O 邸、G 邸そ

れぞれの総合評価の結果を表示する。図より建物・室

内環境の得点は高いがエネルギー消費が非常に大き

いため、コスト、環境負荷の得点が連動して低くなっ

ている。改善策導入ケースではユーザーの環境への意

識を高めた場合においてはエネルギー消費量が削減

されるため、コスト、環境負荷の得点も上昇する事が

期待される。 
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図－１１ 総合評価による現状および改善策導入ケースの  

一般住宅O邸の標準値との比較
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図－１２ 総合評価による現状および改善策導入ケースの  

一般住宅G邸の標準値との比較 
 同様に一般住宅G邸では、標準住宅と比較して環境

に対する意識が高いためエネルギーなどその他の項目

でも標準値を上回っている。改善策導入を想定した場

合においてはさらに全体的に得点が上昇し、環境共生

型住宅に向けて適応した住宅に近づく事が期待される。 

 

まとめ 

札幌市の戸建住宅を対象として、建築・設備性能と

ライフスタイルの観点から住宅評価を実施した。 

１）住宅の断熱性能の解析では、対象住宅が次世代省エ

ネルギー基準に比較的近い水準であることを確認した。 

２）固体高分子形燃料電池コージェネレーションシス

テムの長期モニタリングを実施した結果、発電効率、

排熱回収効率はHHV基準でそれぞれ約29％、約50％
であった。また一次換算成績係数を暖房・給湯用ヒー

トポンプと比較すると現状において最も環境性能が優

位にあることを示した。 

３）対象世帯のライフスタイル、電気製品性能と使用

実態を詳細に分析した。各種電気製品仕様とヒアリン

グに基づき使用時間を設定し解析した結果、実測値に

近い値が得られた。 

４）対象住宅への改善策の検討を行い、現状と改善策

導入を想定した場合において総合的に評価し、建築・

設備性能とユーザーの環境意識が共存した環境共生型

住宅に向けて望ましい住まい方の一考察を提示した。 
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